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第１章 経営の基本理念と経営方針 

 １ 戦略策定の趣旨 

 （１） 目的 

 宮城県流域下水道事業は経営状況や資産等を正確に把握して経営の効率化を図り，安定的な

事業運営を行うため，平成 31 年 4 月から公営企業会計へ移行する。 

 流域下水道事業の公営企業会計導入に伴い，中長期的な経営の基本計画となる宮城県流域下

水道事業経営戦略を新たに策定する。 

 

 （２） 背景 

 昭和 47 年に仙塩流域下水道事業を開始して以来， 7 流域で下水道事業の整備，運営を行

ってきた。 

 本県の人口は平成 12 年の約 237 万人（国勢調査）をピークに減少に転じており，人口減

少による将来的な処理水量の減少が想定される。 

 また，平成 31 年度までの経過年数は仙塩流域下水道で 41 年，阿武隈川下流流域下水道で 

34 年と老朽化が進行しており，施設・設備の更新に多額の費用を必要とすることが予想され

る。 

 平成 26 年 8 月 29 日付けで総務省から，公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続

していくために，地方公共団体において中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定

するよう通知が出されている。 

 平成 27 年 1 月 27 日付けで総務大臣から，平成 31 年度末までに下水道事業に地方公営

企業法を適用し，公営企業会計に移行するよう通知が出された。本県では，平成 31 年 4 月

から流域下水道事業に地方公営企業法を全部適用することとし，水道用水供給事業などを運営

する宮城県企業局へ流域下水道事業の移管を決定した。 

 また，本県では，「水道用水供給事業（上水）」，「工業用水道事業（工水）」，「流域下水道事

業（下水）」の 3 事業を一体として民間の力を最大限度活用することにより，経費削減，更新

費用の抑制，技術継承，新技術の導入等を可能とする「宮城県上工下水一体官民連携運営事業

（みやぎ型管理運営方式）」の導入に向けた取組を進めている。 

 

 （３） 計画期間 

  中長期的な視点から経営基盤の強化に取り組むことができるよう期間を設定する。 

 

○計画期間 10 年間（平成 31 年度 ～平成 40 年度） 

 

 

 （４） 対象流域 

  ① 仙塩流域 

  ② 阿武隈川下流流域 

  ③ 鳴瀬川流域 

  ④ 吉田川流域 

  ⑤ 北上川下流流域 

  ⑥ 北上川下流東部流域 

  ⑦ 迫川流域 

 



 

2 

 ２ 下水道事業を取り巻く情勢及び方向性 

 （１） 下水道を取り巻く情勢 

  ① 人口減少社会と少子高齢社会の到来 

 我が国の総人口は，平成 20 年の 1 億 2,808 万人をピークに，減少局面に入り，本格的

な人口減少社会を迎えている。 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計（平成 30 年（ 2018 年）推計）によれば，平成 32 

年には 1 億 2,533 万人，平成 37 年に 1 億 2,254 万人，平成 42 年に 1 億 1,913 万人，

平成 47 年に 1 億 1,522 万人，平成 52 年には 1 億 1,092 万人まで減少すると見込まれ

ている。 

 本県においても，国勢調査によると平成 12 年の 237 万人をピークに減少に転じ，平成 

27 年には 233 万 人となっている。上記推計によれば，平成 32 年には 230 万人，平成 37 

年には 223 万人，平成 42 年には 214 万人，平成 47 年には 205 万人，平成 52 年には 

193 万人まで減少すると見込まれている。 

 また，65 歳以上の高齢者人口は，平成 37 年には全国が 3,677 万人，本県が 70 万人，

平成 47 年に全国が 3,782 万人，本県が 72 万人と全国と同様に本県においても高齢化が

進行していくと予測されている。 

 本県が策定した「宮城県地方創生総合戦略」（平成 27 年 10 月策定）における平成 72 年

度の人口推計では，国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠した場合には 157 万人，

国が示した平成 72 年に日本全体で人口 1 億人を維持するとした考え方を勘案した場合で

も 184 万人となっており，人口減少社会が一層進行すると想定している。 

 このような，全国的な人口減少と少子高齢化の進行により，国内需要や労働力人口の減少

などによる経済活動の縮小も懸念され，将来，処理水量の減少とそれに伴う流域下水道負担

金収入の減少に対する備えが必要になってくる。 

 

  ② 厳しい財政状況 

 全国の地方公共団体の普通建設事業費は，総務省の地方財政白書によれば，平成 9 年度

が 27 兆 7,492 億円，平成 27 年度が 14 兆 1,838 億円と大きく減少しており，下水道に

ついても平成 9 年度をピークに 4 兆 5,514 億円から平成 27 年度が 1 兆 5,573 億円と

大きく減少している。 

 本県及び県内市町村の下水道の建設投資についても，宮城県の下水道決算資料等によれば，

平成 9 年度が 801 億円，平成 27 年度が 81 億円と大幅に減少している状況にある。 

 このように，全国及び本県の地方公共団体の財政状況は厳しく，下水道事業への投資は減

少しており，施設の老朽化対策経費も増加する中で，下水道の普及が進展しない状況にある。 

 

  ③ 施設の老朽化の進行 

 全国の下水道管路の延長は約 47 万 km，処理場数は約 2,200 か所にのぼり，下水道スト

ックが増加する一方で，耐用年数が過ぎ，改築更新時期を迎える資産は今後も増加していく。 

本県も，流域下水道の管路延長は約293km，処理場は7か所あり，最も古い仙塩流域下水

道の管路と仙塩浄化センターは，昭和53年度の供用開始から41年が経過している。 

 このように，今後，施設の老朽化が進み，改築更新費用が増加していくため，計画的な改

築と維持管理が必要となっている。 
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  ④ 職員数の減少 

 全国の下水道担当部署の職員数は，平成 9 年度の約 4 万 7 千人をピークに減少し，平

成 28 年度はピーク時の 6 割にあたる 2 万 8 千人まで減少している。 

 本県も，下水道を担当する本庁と事務所の職員数は，平成 9年度の84 人から平成 29 年

度はその約 3 割減となる 60 人まで減少している。 

 現在の下水道施設は建設する時代から維持管理の時代へと変化しており，特に維持管理に

おいては専門性の高い技術系の職員の必要性が増している。災害発生時に迅速に対応できる

体制を確保した上で，組織体制の見直しを検討する必要がある。 

 

  ⑤ 災害への対応 

 全国の下水道施設の耐震化は，平成 28 年度末時点で，重要な管路においては48％，揚水

施設，沈殿施設，消毒施設等で 35％程度となっている。なお，本県の下水道施設の耐震化

は，管路が100％完了しているが，揚水施設，沈殿施設，消毒施設等では62％程度となって

いる。 

 本県においても，東日本大震災以前から下水道施設の耐震化を進めるとともに，業務継続

計画（BCP）の策定，防災訓練の実施，復旧資機材の確保，民間企業団体等との災害支援協

定の締結等の災害対策に取り組んでいる。 

 また，局地的な大雨による浸水被害が頻発しており，被害の最小化に向けた市町村の対策

を技術的に支援している。 

 

  ⑥ 下水道資源の活用 

 下水には多くの有機物が含まれており，処理の過程で可燃性ガスが発生するほか，下水そ

のものが持つ熱など，多くの未利用資源を有している。 

 本県においても，汚泥の固形燃料化や民設民営の消化ガス発電所へのガス売却といった燃

料としての活用を行っているほか，下水熱を活用したヒートポンプによる空調管理など，未

利用資源や再生可能エネルギーの活用に努めている。 

 

  ⑦ 民間の活用 

 下水道処理施設の管理については，全国で 9 割以上が民間委託を導入しており，本県に

おいても指定管理者制度を導入し，民間企業の機動性，柔軟性を活かして管理運営を行って

いる。また，下水汚泥の有効利用等において，民間を積極的に活用したPFI事業を導入して

いる例も多い。 

 本県では，施設の所有権は県が保有したまま，民間事業者に公共施設等運営権を設定する

コンセッション方式の導入準備も進められている。 

 このほか，下水道に関する新たな技術について，民間が行う技術開発を国が検証を行い技

術の普及を図る取組も行われている。 
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(推計) 

宮城県の人口 各年度３月末時点 

※平成30年度については，直近5か年から推計している。 

出典：住民基本台帳人口及び世帯数（月報）／宮城県統計課 

（単位：千人） 

 （２） 本県下水道事業の方向性 

  ① 本県下水道事業の現状と見通し 

 ＜行政人口＞ 

 県内の人口は，減少傾向であり，流域別人口も，おおむね同様である。 

 

宮城県の人口と流域別人口                       （単位：千人） 

 

 

※平成30年度については，直近5か年から推計している。 

 

 

 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
H30

（推計）

宮城県 2,329 2,327 2,303 2,319 2,322 2,321 2,317 2,310 2,302 2,299

　仙塩流域 325 325 322 324 325 325 323 322 321 320

　阿武隈川
　　下流流域

381 380 377 378 379 380 380 379 377 376

　鳴瀬川流域 53 53 53 53 52 52 52 51 51 50

　吉田川流域 83 85 86 88 90 91 92 92 92 93

　北上川
　　下流流域

135 135 127 127 127 127 129 131 130 131

　北上川下流
　　東部流域

65 65 58 57 56 56 54 53 51 50

　迫川流域 69 74 72 71 70 69 68 67 66 65
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仙塩流域 阿武隈川下流流域 鳴瀬川流域 
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迫川流域 

各年度３月末時点 

※平成30年度については，直近5か年から推計している。 

出典：住民基本台帳人口及び世帯数（月報）／宮城県統計課 
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 ＜処理人口＞ 

 県内の流域別処理区域内人口については，流域別に見るとほぼ横ばいか，増加傾向を示し

ている。 

 

宮城県の下水道処理区域内人口                    （単位：千人） 

 

※平成30年度については，直近5か年から推計している。 

 

 

  

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
H30

（推計）

宮城県 1,784 1,784 1,788 1,815 1,830 1,839 1,850 1,858 1,868 1,878

　仙塩流域 321 321 319 322 323 322 320 319 318 317

　阿武隈川
　　下流流域

287 288 293 295 298 300 303 304 305 308

　鳴瀬川流域 26 25 26 26 26 26 26 27 27 28

　吉田川流域 69 71 73 74 76 78 79 80 80 81

　北上川
　　下流流域

70 70 72 76 77 78 81 85 88 91

　北上川下流
　　東部流域

42 42 38 39 39 40 41 41 42 42

　迫川流域 24 28 29 29 29 29 29 29 29 29
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(推計) 

宮城県の下水道処理区域内人口 
各年度３月末時点 

※平成30年度については，直近5か年から推計している。 

出典：下水道普及率調査／宮城県下水道課 

（単位：千人） 
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（単位：千人） 
流域別下水道処理区域内人口 

仙塩流域 阿武隈川下流流域 鳴瀬川流域 

吉田川流域 北上川下流流域 北上川下流東部流域 

迫川流域 

各年度３月末時点 

※平成30年度については，直近5か年から推計している。 

出典：下水道普及率調査／宮城県下水道課 



 

8 

 ＜排水量の実績＞ 

 県内の各流域別の実績排水量は，東日本大震災の影響を除けば，ほぼ横ばいで推移してい

る。 

 

7流域の実績排水量                          （単位：千m3） 

 

※平成30年は計画排水量（各市町村報告）による。 

 

 

  

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

7流域合計 90,769 93,940 76,654 82,783 94,586 98,281 99,248 98,764 99,991 97,140

　仙塩流域 39,504 40,351 30,247 31,877 37,965 41,045 41,316 39,997 40,922 37,909

　阿武隈川
　　下流流域

30,728 31,914 25,455 27,758 31,334 31,447 31,751 32,072 32,244 31,537

　鳴瀬川流域 2,005 2,062 2,236 2,341 2,265 2,323 2,339 2,356 2,366 2,399

　吉田川流域 8,383 8,791 8,998 9,863 10,036 10,077 10,602 10,947 10,836 10,839

　北上川
　　下流流域

4,341 4,765 5,479 6,049 6,109 6,612 6,705 7,062 7,373 7,317

　北上川下流
　　東部流域

4,120 4,298 2,253 2,853 4,808 4,714 4,472 4,243 4,093 4,973

　迫川流域 1,688 1,758 1,985 2,042 2,069 2,062 2,063 2,088 2,157 2,166
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７流域の実績排水量 

※平成30年は計画排水量（各市町村報告）による 

出典：実績排水量／宮城県下水道課 

（単位：千m3） 
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排水量の実績（流域別） 
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 ＜排水量の推計＞ 

 仙塩流域，北上川下流流域及び北上川下流東部流域は減少傾向であるが，その他の流域は， 

ほぼ横ばいの見込みである。 

   ただし，今後は，県民の節水意識の高まりや節水機器の普及などにより，見込みを下回る

可能性もある。 

 

7流域の排水量の推計                           （単位：千m3） 

 

 

 

 

H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

7流域合計 98,433 98,630 98,623 98,652 98,532 98,494 98,248 98,069 97,851 97,607

　仙塩流域 39,716 39,719 39,575 39,452 39,220 39,071 38,781 38,650 38,519 38,350

　阿武隈川
　　下流流域

31,641 31,777 31,859 31,956 32,011 32,088 32,108 32,065 31,998 31,953

　鳴瀬川流域 2,450 2,475 2,501 2,526 2,552 2,577 2,601 2,624 2,659 2,687

　吉田川流域 10,857 10,876 10,917 10,957 10,999 11,027 11,056 11,083 11,111 11,137

　北上川
　　下流流域

7,047 7,034 7,003 6,972 6,940 6,908 6,877 6,846 6,814 6,782

　北上川下流
　　東部流域

4,331 4,323 4,308 4,298 4,288 4,277 4,262 4,249 4,234 4,220

　迫川流域 2,391 2,426 2,460 2,491 2,522 2,546 2,563 2,552 2,516 2,478
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出典：平成29年度市町村別排水量調査／宮城県下水道課 
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排水量の推計（流域別） 
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 ＜施設の老朽化の現状＞ 

 本県の仙塩流域下水道は昭和 53 年度に供用開始し，すでに41年が経過しており，他の

流域下水道においても20年から30年が経過している。 

 処理場等の機械，電気設備等は標準耐用年数が 15 年～20 年程度であり，優先度等を考

慮し改築更新を実施していく必要がある。 

  改築更新の実施時期は，修繕工事等を行い施設の長寿命化を図ることで，標準耐用年数の 

1.5 倍から 2.0 倍程度の時期に行っている例が多くなっている。 

 今後，耐用年数が 50 年の管路等の構造物の改築更新が本格的に必要となってくる。 

 

 ●処理場供用開始年度・経過年数 

 

   ※石巻東部浄化センターは，石巻市から施設を引き継いでいるが，昭和 56 年度から供用を 

開始しており，38 年が経過している。 

 

 

 

事業 処理場名 供用年度 経過年数

仙塩流域下水道 仙塩浄化センター S53 41

阿武隈川下流流域下水道 県南浄化センター S60 34

鳴瀬川流域下水道 鹿島台浄化センター H4 27

吉田川流域下水道 大和浄化センター H4 27

北上川下流流域下水道 石巻浄化センター H10 21

北上川下流東部流域下水道 石巻東部浄化センター H12 19

迫川流域下水道 石越浄化センター H12 19
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  ② 本県下水道事業における今後の方向性 

   ア 下水道の普及及び接続の向上 

 本県の下水道普及の状況は，平成 29 年度末で普及率が 81.2 ％で，全国 12 位となっ

ている。下水道整備区域の拡大により，年々普及率は向上している。下水道処理人口は，

1,868 千人（ 平成29年度末），整備済面積 44,199 ha（ 平成29年度末）となっている。 

 県が行う流域下水道の整備は概成しているため，市町村の流域関連公共下水道の整備を

促進するとともに下水道への接続をより一層向上させるため，市町村への支援や広報啓発

活動を充実させる必要がある。 

 また，本県でも人口減少と少子高齢化が進むことから，宮城県生活排水処理基本構想「甦

る水環境みやぎ」（平成28年 6月策定）に基づき，地域特性や住民意向も勘案しながら，

下水道，農業集落排水，合併処理浄化槽等による汚水処理施設の整備区域の見直しなど，

将来を見据えた効率的，効果的な整備を進める必要がある。 

 

   イ 公共用水域の水環境の改善 

 本県は，ラムサール条約に指定された湖沼である伊豆沼・内沼をはじめとした貴重な湖

沼のほか，観光のみならず水産資源の宝庫である松島湾をはじめとした閉鎖性水域を多数

有している。 

 水の循環が妨げられやすい閉鎖性水域では水質の悪化が起こりやすいため，下水道や農

業集落排水，合併浄化槽化などはこれらの公共用水域の水質保全のために重要な役割を担

っている。 

 県では，条例を整備し，河川，海域等への排水基準の上乗せを行っているほか，流域下

水道の浄化センターにおいては，法定基準より厳しい放流水質の基準を定めており，引き

続き，水環境の改善に努めていく必要がある。 

 

   ウ 老朽化施設の計画的な改築 

 下水道は，様々な施設が一体となって機能する仕組みであり，建物，管路等の構造物，

機械設備，電気設備等，耐用年数が施設ごとに異なっているため，施設ごとの老朽化の状

況を踏まえ，点検，修繕，改築等の対策を行っていく必要がある。 

 本県では，これまで進めてきた施設の新設，増設が概成し，現在は改築更新が主体とな

っている。このため，平成 22 年度から，長寿命化計画を各下水道の処理場，ポンプ場，

管路ごとに策定し，限られた財源のもと，計画的に改築を進めているところである。 

 今後はさらに 293 kmに及ぶ管路等の本格的な改築更新が想定されることから，長期的

な視点に立ち，財源の平準化を図り，計画的な改築を進める必要がある。 

 

   エ 災害対策の強化 

 東日本大震災では，地震及び津波により 7 流域下水道の全てが被災し，特に沿岸部の仙

塩浄化センター，県南浄化センター及び石巻東部浄化センターでは水処理機能の停止など，

甚大な被害を受けた。 

 このため，平成 22 年 6 月に策定した土木部業務継続計画（BCP）について，東日本大

震災の対応を検証し，得られた教訓や反省を踏まえながら，より効果的な行動が出来るよ

う，平成 25 年 2 月に見直しを行った。 

 また，次の大地震・大津波に備え，大規模災害時の流域下水道管理復旧方針を平成28

年 3 月に策定した。 

 さらに，業務継続計画（BCP）についても，訓練を重ねながら充実させていくなど，危

機管理対応を継続して進めていく必要がある。 
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 加えて，地球温暖化等による気候変動に起因する集中豪雨等が頻発しており，本県とし

ても市町村が行う下水関連の対策について，積極的に支援していく必要がある。 

 

   オ 経営の安定化 

 平成 31 年度以降の排水量は徐々に逓減していくものと想定され，それに伴い収益につ

いても減少していくことになる。一方，労務費や電気料，老朽化した施設の修繕費用など，

維持管理に掛かる費用の増加が想定される。 

 このため，接続人口の拡大を図り，水量増加に伴う収益増に努めるとともに，維持管理

費の縮減に努めながら，適切な収支による経営の安定化が重要となっている。 

 今後は，施設の管理運営における民間ノウハウの積極的な活用による効率的な経営や，

下水道資源の有効活用による収益の確保，維持管理費用の削減にも取り組んでいく必要が

ある。 
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 ３ 基本理念・経営方針 

 （１） 基本理念 

 下水道は，良好な都市環境の形成と公衆衛生の向上に寄与し，公共用水域の水質保全に重

要な役割を有する住民生活に不可欠なライフラインであり， 24 時間・ 365 日，絶え間な

くサービスを提供することが第一の使命である。今後の流域下水道については，人口減少に

伴う収支の悪化や施設の老朽化が進み，施設の改築更新費用の増加が見込まれ厳しい経営環

境が予想されるが，県民の安全・安心で快適な生活を支える下水道サービスを中断させるこ

とはできない。 

 さらに，平成 26 年 7 月に施行された水循環基本法では，健全な水循環の維持又は回復

のための取組を積極的に推進することを求めている。下水道は，健全な河川流域の水循環を

維持し，回復する機能を有しており，良好な水環境の形成に果たす役割は非常に大きい。ま

た，下水道施設の耐震化や近年増加傾向にある集中豪雨対策など，災害に対する取組を強化

する必要がある。 

 これらを踏まえ，本県の流域下水道事業の運営における基本理念を「下水道事業の安定的

経営と良好な水環境の形成」とし，今後 10 年間の経営方針を定め，事業運営を行っていく。 

 

 

 （２） 経営方針 

 基本理念である「下水道事業の安定的経営と良好な水環境の形成」に基づき，今後の下水

道事業の経営に当たっては，人口減少社会にあっても適切な管理水準を確保し，下水道サー

ビスを安定的に提供できる「経営基盤の強化」と「下水道施設の強靱化」に取り組んでいく。

さらに，水環境の保全や災害に対する取組を進めるため「安全で安心な生活環境の創出」に

取り組んでいく。 

 また，下水道事業は，地方公営企業法の任意適用事業であり，本県の流域下水道事業は，

これまで地方公営企業法を適用せず，知事部局の特別会計により運営してきた。しかし，今

後，人口減少に伴う料金収入の減少や施設の改築更新に多額の費用を要するなど経営環境が

厳しくなることが見込まれ，経営状況や資産等を正確に把握して経営の効率化を図り，安定

的な事業運営を行うため，平成 31 年 4 月から地方公営企業法を適用し，公営企業会計へ

移行する。 

 地方公営企業は，経済性の発揮と公共の福祉の増進を経営の基本原則とするものであり，

地方財政法第6条によりその経営に要する経費は経営に伴う収入をもって充てる独立採算制

が原則である。自立的かつ安定的な事業運営を確保するため，コスト縮減に取り組むととも

に，雨水公費・汚水私費を基本として受益者から公正妥当かつ健全な経営を確保できる負担

金を徴収することに努め，出資金の確保や短期借入の活用など，キャッシュ不足とならない

経営を行う。 

このため，投資財政計画においては，地方公営企業法及び地方財政法に基づき「収支計画

期間内の収支を累積で黒字とする」とともに「適切な資金管理」を行う。投資財政計画と実

【基本理念】 

 

下水道事業の安定的経営と良好な水環境の形成 
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績に乖離が生じた場合や上工下水一体官民連携運営事業の開始など下水道事業を取り巻く

社会環境の変化を踏まえ，関連市町村と協議し，柔軟に，計画及び単価を見直し，計画の実

効性を確保する。 

 

 

 

 

 

１ 経営基盤の強化 

 事業運営の効率化によるコスト縮減や経営状況の的確な把握により，安定的

な財政運営を進めるとともに，民間活力の活用や下水道資源の活用により，経

営の効率化を図り，経営基盤の強化に取り組む。 

 

２ 下水道施設の強靱化 

 老朽化した施設の計画的な再構築を進め，ライフサイクルコストの低減と下

水道機能を確保していくとともに，計画的な施設の維持管理に努める。 

 また，東日本大震災の教訓を踏まえ，震災時においても下水道機能を維持で

きるよう施設の強靱化を進めるとともに，危機管理対応の強化に取り組む。 

 

３ 安全で安心な生活環境の創出 

 下水道施設の早期概成及び接続の促進に取り組み，生活環境の改善及び湖沼

等の公共用水域の水環境改善という下水道の基本的役割を着実に果たす。 

 また，環境負荷の少ない事業運営に努め，地球環境の保全にも貢献していく。 
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第２章 主要施策の取組 

 １ 事業体系 

 経営方針に基づき，次のとおり施策を展開していく。 

 

【 経営方針・施策 】            【 取  組 】 

　ウ　汚泥造粒固化物の利用拡大

　エ　下水道資源の有効活用

　イ　費用の削減

　ア　指定管理者制度の推進

　イ　上工下水一体官民連携運営方式の導入

　①　接続人口の拡大

　③　公共用水域の水環境改善

　ア　下水道の普及拡大

　④　地球温暖化への対応

　イ　温室効果ガス排出削減への貢献

　ア　再生可能エネルギーの利用推進

　ア　放流水の水質改善

　イ　下水道への住民理解の促進

　②　広域化・共同化 　ア　広域化・共同化計画

　　（３）　安全で安心な生活環境の創出

　イ　業務継続計画（ＢＣＰ）の策定・更新

　ウ　危機管理体制の充実

　①　施設の老朽化対策の推進

　②　防災減災・危機管理対策の推進

　ア　ストックマネジメント計画の策定

　イ　実施計画の策定

　ウ　施設の更新・長寿命化対策の推進

　ア　施設の耐震化

　　（１）　経営基盤の強化

　①　安定した財政運営

　②　経営の効率化

　③　下水道資源の活用

　ア　収益の確保

　ア　下水汚泥の適正処理と併せた再資源化の推進

　　（２）　下水道施設の強靱化

　イ　消化ガス発電
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 ２ 主要施策と主な取組 

 （１） 経営基盤の強化 

  ① 安定した財政運営 

  ＜取組方針＞ 

  下水道への接続人口拡大や下水道資源の有効活用等により収益の確保を図るとともに，

費用の節減に努め，適正な収支による安定的な経営を図る。 

 

  ＜取組＞ 

     ア 収益の確保 

・市町村への支援や広報啓発活動等により，流域関連公共下水道への接続人口拡大を図

り，水量の増加による収益の確保に努める。 

・経営状況の把握や処理原価等の費用算定により，適切な負担金収入を確保する。 

・下水道が有する資源を有効活用し，収益の確保を図る。 

      （消化ガス・燃料化物売却） 

 

     イ 費用の削減 

・コンセッションの導入や指定管理者制度の活用により，維持管理の効率化に努める。 

・水質及び汚泥処理等の適正な管理を行うとともに，効率的な設備の運転を図る。 

・改築更新費用の平準化や改築更新の際における省エネ設備等の導入を図る。 

・計画的な資金管理による借入額の削減など支払利息の軽減に努める。 
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  ② 経営の効率化 

  ＜取組方針＞ 

  コストダウンを含め，民間の持つ技術やノウハウの活用に向けて， 指定管理者制度や，

コンセッションなどPPP/PFI方式等の活用を積極的に検討する。民間活用による施設の管

理運営の効率化や新技術の導入，更新費用の抑制など，さらなる経営の効率化に取り組む。 

 

  ＜取組＞ 

     ア 指定管理者制度の推進 

・処理場等の管理運営について，維持管理の効率化を図るため，民間の活用を進め平成

18年より指定管理者制度を導入しており，現在は 7 流域を 4 指定管理者により効率

的な施設運営に取り組んでいる。引き続き，指定管理者制度を活用し，更なる経営改善

や事務の効率化に取り組んでいく。 

 

    イ 上工下水一体官民連携運営方式の導入 

・県が管理している上水道，工業用水道，流域下水道の管理を一括して民間に委託する

「宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方式）」の導入に向けた取

組を進めている。 

・民間のノウハウやスケールメリットを生かして経費削減，更新費用の抑制，技術革新

等を図る。 

・上水道，工業用水道と区域が重なる流域下水道の 4 事業をみやぎ型管理運営方式の対象

としている。 

 

 

 

 

北上川下流流域下水道
北上川下流東部流域下水道
迫川流域下水道

指定管理者制度

仙塩流域下水道
阿武隈川下流流域下水道
鳴瀬川流域下水道
吉田川流域下水道

上工下水一体官民連携運営
（みやぎ型管理運営方式）

流域下水道の管理体制
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  ③ 下水道資源の活用 

 ＜取組方針＞ 

   下水処理に伴い発生する汚泥，消化ガスなどの下水道資源の活用について，建設資材等へ

の活用促進，燃料として活用するほか，さらなる利用拡大の取組を進める。 

 

 ＜取組＞ 

   ア 下水汚泥の適正処理と併せた再資源化の推進 

   ・建設資材，堆肥への資源化による有効利用を進め，県全体で 100 ％を目指す。 

 

 

   イ 消化ガス発電 

   ・汚泥消化過程で発生する消化ガスについて，既存の汚泥焼却炉燃料として活用するほか，

場内に設置された民設民営発電所へ燃料として売却することで，有効利用を図る。 

 

   ウ 汚泥造粒固化物の利用拡大 

   ・県南浄化センターで製造される汚泥造粒固化物について，燃料化物として利用拡大を図

るほか，窒素・リンを多量に含む特性を活かした肥料としての活用など，利用拡大を図

る。 

 

   エ 下水道資源の有効活用 

   ・下水汚泥や下水熱等の下水道資源のエネルギーの有効利用を進めるため，大学や企業な

どの研究機関に対して，浄化センターを研究フィールドとして提供するなど，新技術の

研究開発の支援を行う。 

 

年度 平成26年 平成27年 平成28年
下水汚泥リサイクル率（％）【流域下水道】 38.4 100.0 100.0
下水汚泥リサイクル率（％）【市町村】 16.8 16.9 14.7
下水汚泥リサイクル率（％）【宮城県全体】 26.1 52.5 48.1

下水汚泥リサイクル率
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 （２） 下水道施設の強靱化 

  ① 施設の老朽化対策の推進 

 ＜取組方針＞ 

 日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故や機能停止を未然に防止するため，計画的

な施設の老朽化対策の実施と費用の平準化を図るストックマネジメント計画を策定し，施設

の改築更新と長寿命化対策を進める。 

 

 ＜取組＞ 

   ア ストックマネジメント計画の策定 

・各流域下水道の処理場，ポンプ場，管路ごとに，施設の状態を把握し，全ての流域下水

道において平成30年度にストックマネジメント計画を策定する。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    【ストックマネジメントのイメージ】（管路の例） 

 

 

※【下水道ストックマネジメント】 

・目標とするサービス水準を定め，下水道施設全体を対象に，その状態を点検・調査

等によって客観的に把握・評価し，長期的な施設の状態を予測しながら，点検・調

査，修繕・改築を一体的に捉え，下水道施設を計画的かつ効率的に管理するもの。 

 

 

   イ 実施計画の策定 

・各流域下水道のストックマネジメント計画に基づき，具体的な改築更新及び長寿命化対

策の実施計画（5年間）を策定する。 

 

  

ストックマネジメント実施フロー 

 

●施設情報の収集・整理 

●リスク評価 

●施設管理の目標設定 

●長期的な改築事業のシナリオ設定 

●点検・調査計画の策定・実施 

●修繕・改築計画の策定・実施 
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施設評価分類数及び管路評価延長             （平成30年 3月末時点） 

 
 

 

  ウ 施設の更新・長寿命化対策の推進 

・ストックマネジメント計画に基づき，処理場，ポンプ場，管路等の施設について，改築更

新及び長寿命化対策を推進する。また，実施計画により改築工事を実施する。 

①改築更新…既存の施設を新たに取り替えること。 

②長寿命化対策…既存の施設の一部を活かしながら部分的に新しくすること。 

 

・長寿命化対策工事 

    例（更生工法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・長寿命化対策工事 

例（部分取替）

仙塩流域下水道 16施設（2,671点） 26.2km

阿武隈川下流流域下水道 25施設（3,234点） 90.0km

鳴瀬川流域下水道  7施設（  653点） 21.1km

吉田川流域下水道 14施設（1,402点） 28.3km

北上川下流流域下水道 11施設（1,234点） 27.6km

北上川下流東部流域下水道 24施設（1,568点） 43.5km

迫川流域下水道 17施設（  845点） 55.5km

合　　計 114施設（11,607点） 292.2km

ストックマネジメント計画

施設の評価分類数
大分類（小分類）

管路延長

　　　　　　　評価指標
　事業名称

 

 
プラスチック材により既存管路の内面を被覆

更生工法の採用

 

部分取替技術の採用

ポンプの構成部分の一部（羽根車）を取替え，利用可能な

部分を引き続き使用
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  ② 防災減災・危機管理対策の推進 

 ＜取組方針＞ 

 大規模な災害時においても下水道機能を維持できるよう施設の強靭化を進めるとともに，

業務継続計画（BCP）について，訓練等を重ねながら見直し，更新していくなど，危機管理

対応を継続して進める。 

 

 ＜取組＞ 

   ア 施設の耐震化 

   ・本県における流域下水道の処理場及び管路等の耐震化率は，処理場施設（揚水，消毒，

沈殿）についておおむね33％～100％程度であり，管路等については耐震化率100％と

なっている。 

  

 

 

 施設の耐震化については，全て実施するには多大な費用と期間が必要なため，ストック

マネジメント計画による設備の改築更新時に合わせて対象施設の耐震化対策を進める。 

 

    耐震化を行う施設 

 

 

 

 

 

下水道施設の耐震化率（平成30年3月末時点）

流域名称 処理場施設 管路

仙塩流域 67% 100%

阿武隈川下流流域 33% 100%

鳴瀬川流域 33% 100%

吉田川流域 33% 100%

北上川下流流域 67% 100%

北上川下流東部流域 100% 100%

迫川流域 100% 100%

流域名称 揚水施設 沈殿施設 消毒施設

仙塩流域 済 ○ 済

阿武隈川下流流域 済 ○ ○

鳴瀬川流域 ○ 済 ○

吉田川流域 ○ 済 ○

北上川下流流域 済 ○ 済

北上川下流東部流域 済 済 済

迫川流域 済 済 済
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   イ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定・更新 

・大規模災害により下水道施設等が被災した場合でも，従来よりも速やかにかつ高いレベ

ルで下水道が果たすべき機能を維持することを目的に業務継続計画（BCP）を策定・更

新する。 

・東日本大震災の対応を検証し，得られた教訓や反省を踏まえながら，より効果的及び効

率的な行動が出来るように，防災訓練等を重ねながら実態に合わせて継続的に見直し，

内容の充実を図り，更新していく。 

 

    【ＢＣＰ策定効果のイメージ】 

 

   ウ 危機管理体制の充実 

・被災時の下水道施設の迅速な点検，応急復旧対策，資材の調達等に向けて下水道施設の

維持管理及び建設等を行う民間の各業界団体との協定の充実に取り組む。 

 

   【民間団体との災害時協定の締結の状況】 

・宮城県環境整備事業協同組合： 

 災害時における下水及びし尿・浄化槽汚泥の撤去等に関する協定（H18） 

・（公益社団法人）宮城県生活環境事業協会： 

 災害時における下水・し尿・浄化槽汚泥及び災害廃棄物の撤去等に関する協定（H19） 

・（一般社団法人）建設コンサルタンツ協会東北支部： 

 災害時における被害状況調査に係る応援協力に関する協定（H21） 

・（一般社団法人）宮城県建設業協会： 

 大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定（H22） 

・（一般社団法人）宮城県測量設計業協会： 

 災害時における被害状況調査に係る応援協力に関する協定（H17） 

 

    また，地球温暖化等による気候変動に起因する集中豪雨等が頻発しており，県として市

町村が行う下水関連の対策について積極的に計画策定などの技術的支援を行う。 

    平成 31 年度以降は，引き続き土木部において支援するが，流域下水道管理者としても

市町村を支援していく。 
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 （３） 安全で安心な生活環境の創出 

  ① 接続人口の拡大 

 ＜取組方針＞ 

市町村が行う流域関連公共下水道の普及拡大及び接続向上を支援するとともに，市町村と

連携して多様な方法によりPR，啓発活動等により接続を促進し，下水道への接続人口の拡

大を図る。 

 

 ＜取組＞ 

   ア 下水道の普及拡大 

・持続的な生活排水処理システムを構築するため，平成 28 年 6 月策定の宮城県生活排水

処理基本構想「甦る水環境みやぎ」に基づき，施設の整備に取り組んでいる。平成 47 年

度の普及目標に向けて，市町村が行う流域関連公共下水道の普及拡大及び接続向上の取

組を技術的に支援する。 

・平成 31 年度以降は，引き続き土木部において支援するが，流域下水道管理者としても

市町村を支援していく。 

 

◆下水道普及の目標 

 
 

 

 

 

平成29年度 平成37年度 平成47年度

下水道処理人口 1,868千人 1,866 千人 1,788千人

下水道普及率 81.2% 84.3% 86.6%
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   イ 下水道への住民理解の促進 

・9月 10日「下水道の日」を含む下水道啓発促進週間を設定し，マンホール蓋の展示やイ

ベントを実施する。 

・ホームページや冊子などの広報媒体，県内小中学校への出前講座など積極的な広報活動

により，下水道に対する各種PRを行う。 

 

   下水道イベントの様子 

  

      【施設見学（屋内）】             【施設見学（屋外）】 

      【下水道処理パネル】              【絵画展示】 
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  ② 広域化・共同化 

 ＜取組方針＞ 

  施設の老朽化に伴う大量更新期の到来や，人口減少に伴う使用料収入の減少，ベテラン職 

員の退職により十分な技術継承ができないほか，職員数の減少による執行体制の脆弱化など 

により経営環境が厳しさを増す県内市町村の下水道経営の課題解決に向けて，業務の広域 

化・共同化やPPP/PFI方式を活用し，効率的な事業運営に取り組む。 

 

【国方針】 

 「経済財政運営と改革の基本方針 2017 」において，「上下水道等の経営の持続可能性を確

保するため，平成 34 年度までの広域化を推進するための目標を掲げる」ことが明記された。 

  また，「経済・財政再生計画改革工程表 2017 改定版」においては，平成 34 年度までに

全ての都道府県において広域化・共同化計画を策定することが掲げられた。 

 

 ＜取組＞ 

   ア 広域化・共同化計画 

・国土交通省など 4 省からの通知に基づき，平成 30 年度に県内全市町村とともに，施設

の統合や維持管理の共同化，人材育成などの広域化・共同化の検討を開始し，平成 34 年

度までに県全体の「広域化・共同化計画」の策定に取り組む。 

   ・広域化・共同化の検討においては，自治体間での業務の広域化・共同化のほか，みやぎ 

型管理運営方式の運営権者との連携や流域下水道事務所との連携についても検討してい 

く。 

・平成 31 年度以降は，引き続き土木部において実施するが，流域下水道管理者としても

市町村を支援していく。 

 

 

 

みやぎ型管理運営方式等との連携イメージ 
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  ③ 公共用水域の水環境改善 

 ＜取組方針＞ 

   流域下水道の適正な水質管理に取り組むほか，高度処理を実施し，公共用水域のさらなる

水環境改善に取り組む。 

 

 ＜取組＞ 

   ア 放流水の水質改善 

   ・浄化センターごとにこれまでの浄化実績から算出した法定基準よりも厳しい管理目標値

を設定し，水質管理に取り組んでいる。 

   ・施設の運転方法の工夫等による，設備改築を伴わない窒素・リン除去に取り組む。 

   ・仙塩流域においては，放流先である松島湾の環境基準に対応するため，引き続き窒素や

リンなどの除去に係る高度処理に取り組む。 

   ・施設の改築更新時には有効な高度処理施設の導入を検討していく。 

 

仙塩浄化センターにおける放流水質の状況（平成29年度平均値） 

項目 流入原水 
管理基準値 

（法定値） 

管理目標値 

（県設定） 
処理後放流水 

浮遊物質量 (mg/L) 180 40 3 2 

生物化学的酸素要求量 (mg/L) 200 10 4 2.1 

化学的酸素要求量 (mg/L) 110 - 13 9.9 

全窒素 (mg/L) 43 60 18 12 

全リン (mg/L) 5.3 8 3 2.0 
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  ④ 地球温暖化への対応 

 ＜取組方針＞ 

   県では，平成 9 年 3 月に「宮城県環境基本計画」を策定し，各環境施策を推進する一方，

平成10年 2 月に策定した「宮城県環境保全率先実行計画」により，事業者・消費者の立場

から，自らの事務事業の中で，エネルギー使用量の抑制や廃棄物の 3 R，グリーン購入等の

環境配慮行動を率先して推進している。 

また，エネルギー使用の合理化に関する法律に基づき，宮城県では平成 21 年度比でエネ

ルギー消費原単位で年 5 ％以上削減することを目標としている。 

下水道資源のエネルギー利用についても検討していくほか，温室効果ガス排出削減に貢献

する省エネルギー施設の導入を検討していく。 

 

 ＜取組＞  

   平成 23 年度より導入した環境税を活用した「環境創造基金」により，地球温暖化の防止

及び環境の保全に係る各種施策を進める。 

 

   ア 再生可能エネルギーの利用推進 

・仙塩浄化センターにおいて発生する消化ガスを売却し，発電事業者がガス発電及び売電

を行うことで，維持管理費の削減ととともに温室効果ガス削減効果による地球温暖化対

策に取り組む。 

・仙塩浄化センターにおける下水熱を活用したヒートポンプによる空調管理に引き続き取

り組む。 

・県南浄化センターにおける太陽光パネル設置による，施設運営への活用に引き続き取り

組む。 

・下水汚泥，下水熱等の下水道資源の再生可能エネルギー活用について，全国の先進事例，

民間等の技術開発，エネルギー関連の産業動向，国の政策等に関する情報収集や研修会

等への参加等を行い，知見の蓄積に取り組む。 

 

   イ 温室効果ガス排出削減への貢献 

・汚泥の燃料化や，消化ガス発電機からの熱交換による加温用ボイラー稼働の抑制などを

行うことで，化石燃料の使用抑制や温室効果ガスの削減に取り組む。 

・施設の改築更新に合わせて省エネルギー効果のある施設を導入し，エネルギー使用量の

削減を図る。 

・地球温暖化対策に関する国の新たな政策の状況に応じ，本県下水道事業における適応に

ついて検討する。 
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【本県下水処理場における再生可能エネルギーの活用実績】 

 

消化ガス発電（仙塩流域下水道） 

 
＜施設概要＞ 

設置場所：仙塩浄化センター 

発電事業者：株式会社大原鉄工所（民設民営FIT事業） 

計画出力：350 kW（50 kW×7台） 

予定発電量：約200万 kWh/年 

稼働開始：平成 30 年 4月 

事業期間：発電開始から20年間 

CO2 削減効果：1,130 トン/年 
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第３章 投資計画・財政収支計画 

 

 １ 流域下水道事業全体の施設整備及び維持管理方針 

○流域関連公共下水道の整備促進に伴う処理水量に応じた施設規模の検討 

○ストックマネジメント計画に基づく計画的な点検，調査，修繕，改築と適切な維持管理の

推進 

○維持管理費の縮減に貢献する設備の導入 

○ストックマネジメント計画に基づく計画的な施設の更新及び長寿命化対策工事の推進 

○震災時に下水道機能を維持する施設の耐震化の推進 

○みやぎ型管理運営方式導入による，民間のノウハウを生かした効率的な施設の運転，維持

管理及び改築費用の抑制 

 

 ２ 流域下水道事業 財政収支計画の収支均衡 

 ○本県では，流域下水道事業を7つの会計により運営する。 

 ○前期5年間の7流域合計の純損益は，毎年度黒字で推移する見込みである。 

 ○仙塩流域下水道，阿武隈川下流流域下水道，鳴瀬川流域下水道及び吉田川流域下水道につ

いては，関連市町村との合意に基づき，平成31年度から平成33年度までの3年間の累計

で純損益が黒字となる財政収支計画とし，収支均衡を図っている。平成34年度以降にお

いては，5年間ごとに累計で純損益が黒字となる財政収支計画とし，収支均衡を図ってい

く予定である。 

○北上川下流流域下水道及び迫川流域下水道については，関連市町村との合意に基づき，平

成31年度から平成40年度までの10年間で毎年度純損益が黒字となる財政収支計画とし，

収支均衡を図っている。 

○経営状況の厳しい北上川下流東部流域下水道については，関連市町村との合意に基づき，

平成30年度末までの累積欠損金を平成40年度までに解消することとし，10年間の累計で

累積剰余金が黒字となる財政収支計画とし，収支均衡を図っている。 

○各年度の運転資金に一時的な不足が発生する場合については，企業局における地域整備事

業会計からの借入により対応する。 

○純損益が黒字となる財政収支計画により収支均衡を図るだけでなく，計画的な資金管理に

より資金収支についても考慮しつつ，健全で安定した経営を確保する。 
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 ３ 投資計画・財政収支計画 

（１）流域下水道全体 財政収支計画 
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 （２） 流域下水道別 投資計画・財政収支計画 

  ① 仙塩流域下水道 

   ア 投資計画（仙塩流域下水道） 

  全体事業費 約１９２億円（Ｈ３１～Ｈ４０） 

 

 

        
 

項　目 数　量

0%

0%

0%

0%

1,642/1,642 (m)

【管路施設】

管路施設

計画期間内の長寿命化対策

必要延長（1,642m）
H31 H35 H40

0/1,642 (m) 187/1,642 (m)

11%

進　捗　率　（％）

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（15箇所）

H40

9/15 (箇所) 15/15 (箇所)0/15 (箇所)

H35H31

3/3 (箇所)

H35H31

【処理場・ポンプ場施設】
電気設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（16箇所）

H40

9/16 (箇所) 16/16 (箇所)0/16 (箇所)

H35H31

0/3 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】
土木・建築施設

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（3箇所）

H40

3/3 (箇所)

60％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

56％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

長期目標（H３１～H４０）

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%0% 50% 100%

 仙塩流域下水道においては，ストックマネジメント計画に基づく汚泥焼却施設，監視制御設

備，受変電設備等の改築・更新を実施し，老朽化対策や延命化によるコスト縮減など，長寿命

化対策を計画的に推進する。 

 また，マンホールからの汚水の溢水対策について，関連市町とともに取り組む。 

汚泥焼却施設 監視制御設備 
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   イ 財政収支計画（仙塩流域下水道） 

 
 

経
営

戦
略

投
資

・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
【
税

込
】
）
累

積
黒

字
　

３
年

５
年

５
年

3
9
.7

7
2
1

4
1
.9

2
8
3

(7
-
1
)

流
域

単
価

改
定

●
単

価
改

定
●

単
価

改
定

●
備

考

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

H
3
9

H
4
0

H
4
1
-
4
3

#
#

仙
塩

３
条

収
益

的
収

入
3
,8

9
9
,9

8
4

3
,7

3
2
,2

3
8

3
,5

7
5
,2

1
3

1
1
,2

0
7
,4

3
5

3
,7

3
1
,1

4
5

3
,4

1
8
,2

6
3

3
,3

2
1
,6

2
1

3
,3

1
2
,6

3
6

3
,6

6
1
,3

6
4

1
7
,4

4
5
,0

2
9

3
,6

5
8
,5

6
3

3
,5

7
8
,6

4
3

1
0
,2

4
1
,4

2
4

1
7
,4

7
8
,6

3
0

3
5
,8

8
9
,6

7
0

営
業

収
益

1
,5

8
0
,6

9
7

1
,5

8
0
,8

1
6

1
,5

7
5
,0

8
5

4
,7

3
6
,5

9
8

1
,6

5
6
,9

8
4

1
,6

4
7
,2

4
0

1
,6

4
0
,9

8
2

1
,6

2
8
,8

0
2

1
,6

2
3
,3

0
0

8
,1

9
7
,3

0
8

1
,6

9
4
,8

3
6

1
,6

8
7
,4

0
0

5
,0

6
2
,2

0
0

8
,4

4
4
,4

3
6

1
6
,3

1
6
,1

4
2

営
業

外
収

益
2
,3

1
9
,2

8
7

2
,1

5
1
,4

2
2

2
,0

0
0
,1

2
8

6
,4

7
0
,8

3
7

2
,0

7
4
,1

6
1

1
,7

7
1
,0

2
3

1
,6

8
0
,6

3
9

1
,6

8
3
,8

3
4

2
,0

3
8
,0

6
4

9
,2

4
7
,7

2
1

1
,9

6
3
,7

2
7

1
,8

9
1
,2

4
3

5
,1

7
9
,2

2
4

9
,0

3
4
,1

9
4

1
9
,5

7
3
,5

2
8

収
益

的
支

出
3
,8

8
6
,6

8
7

3
,7

3
2
,8

4
5

3
,5

8
4
,5

7
8

1
1
,2

0
4
,1

1
0

3
,5

1
4
,9

7
3

3
,4

1
2
,1

2
9

3
,4

2
1
,4

9
1

3
,3

3
0
,4

2
2

3
,7

5
2
,0

0
9

1
7
,4

3
1
,0

2
4

3
,6

8
3
,2

5
4

3
,5

6
7
,2

0
4

1
0
,2

1
1
,7

8
1

1
7
,4

6
2
,2

3
9

3
5
,8

8
5
,5

9
2

営
業

費
用

3
,8

0
9
,8

6
0

3
,6

8
4
,7

0
4

3
,5

3
6
,7

7
6

1
1
,0

3
1
,3

4
0

3
,4

5
6
,3

1
9

3
,3

5
0
,3

4
2

3
,3

6
0
,1

0
4

3
,2

5
5
,9

5
3

3
,6

7
2
,5

3
4

1
7
,0

9
5
,2

5
2

3
,6

0
0
,4

0
9

3
,4

8
3
,8

9
5

9
,9

8
4
,6

4
6

1
7
,0

6
8
,9

5
0

3
5
,2

1
0
,8

9
6

県
執

行
経

費
等

1
7
3
,5

7
9

1
7
4
,0

0
4

1
7
3
,9

1
6

5
2
1
,4

9
9

1
7
4
,0

2
1

1
7
3
,9

1
6

1
7
1
,7

8
1

1
7
1
,8

7
0

1
7
1
,7

8
0

8
6
3
,3

6
8

1
7
1
,7

7
9

1
7
1
,9

3
9

5
1
6
,3

2
1

8
6
0
,0

3
9

1
,7

2
8
,5

8
5

指
定

管
理

費
1
,5

3
6
,2

1
4

1
,5

0
1
,8

1
3

1
,4

7
5
,8

8
8

4
,5

1
3
,9

1
5

1
,4

7
9
,6

2
7

1
,4

9
0
,7

3
2

1
,5

6
5
,4

3
0

1
,4

6
6
,6

9
9

1
,4

6
1
,6

5
6

7
,4

6
4
,1

4
4

1
,4

7
9
,9

6
8

1
,4

5
4
,5

8
3

4
,4

5
1
,7

3
2

7
,3

8
6
,2

8
3

1
4
,9

1
2
,6

1
0

減
価

償
却

費
2
,1

0
0
,0

6
7

2
,0

0
8
,8

8
7

1
,8

8
6
,9

7
2

5
,9

9
5
,9

2
6

1
,8

0
2
,6

7
1

1
,6

8
5
,6

9
4

1
,6

2
2
,8

9
3

1
,6

1
7
,3

8
4

2
,0

3
9
,0

9
8

8
,7

6
7
,7

4
0

1
,9

4
8
,6

6
2

1
,8

5
7
,3

7
3

5
,0

1
6
,5

9
3

8
,8

2
2
,6

2
8

1
8
,5

6
9
,7

0
1

営
業

外
費

用
等

7
6
,8

2
7

4
8
,1

4
1

4
7
,8

0
2

1
7
2
,7

7
0

5
8
,6

5
4

6
1
,7

8
7

6
1
,3

8
7

7
4
,4

6
9

7
9
,4

7
5

3
3
5
,7

7
2

8
2
,8

4
5

8
3
,3

0
9

2
2
7
,1

3
5

3
9
3
,2

8
9

6
7
4
,6

9
6

当
年

度
純

損
益

（
単

年
度

収
支

差
）

1
3
,2

9
7

▲
 6

0
7

▲
 9

,3
6
5

3
,3

2
5

2
1
6
,1

7
2

6
,1

3
4

▲
 9

9
,8

7
0

▲
 1

7
,7

8
6

▲
 9

0
,6

4
5

1
4
,0

0
5

▲
 2

4
,6

9
1

1
1
,4

3
9

2
9
,6

4
3

1
6
,3

9
1

4
,0

7
8

繰
越

利
益

剰
余

金
又

は
累

積
欠

損
金

1
3
,2

9
7

1
2
,6

9
0

3
,3

2
5

2
1
9
,4

9
7

2
2
5
,6

3
1

1
2
5
,7

6
1

1
0
7
,9

7
5

1
7
,3

3
0

▲
 7

,3
6
1

4
,0

7
8

▲
 4

6
,3

4
8

４
条

資
本

的
収

入
5
0
8
,9

9
9

7
5
2
,0

5
8

3
,1

5
2
,8

9
8

4
,4

1
3
,9

5
5

3
,5

0
1
,7

3
8

3
,9

2
0
,8

1
4

3
,2

2
0
,2

6
1

2
,9

9
5
,9

2
0

3
6
9
,3

6
0

1
4
,0

0
8
,0

9
3

4
5
1
,4

4
0

3
2
8
,3

2
0

9
8
4
,9

6
0

1
,7

6
4
,7

2
0

1
9
,2

0
1
,8

0
8

国
庫

補
助

金
3
0
7
,8

0
0

4
6
3
,7

5
2

2
,0

7
4
,5

7
2

2
,8

4
6
,1

2
4

2
,2

8
3
,5

3
4

2
,5

2
8
,0

3
3

2
,1

0
4
,0

9
0

1
,9

4
2
,5

6
0

2
0
3
,4

9
0

9
,0

6
1
,7

0
7

2
4
4
,5

3
0

1
8
2
,9

7
0

5
4
8
,9

1
0

9
7
6
,4

1
0

1
2
,3

3
5
,3

3
1

市
町

村
負

担
金

　
※

人
件

費
，

事
務

費
を

含
む

1
0
0
,5

9
9

1
4
4
,1

5
3

5
3
9
,1

6
3

7
8
3
,9

1
5

6
0
9
,1

0
2

6
9
6
,3

9
0

5
5
8
,0

8
5

5
2
6
,6

8
0

8
2
,9

3
5

2
,4

7
3
,1

9
2

1
0
3
,4

5
5

7
2
,6

7
5

2
1
8
,0

2
5

3
9
4
,1

5
5

3
,4

3
3
,2

3
7

一
般

会
計

繰
入

金
2
0
0

1
5
3

6
3

4
1
6

2
0
2

9
1

1
8
6

1
8
0

1
3
5

7
9
4

2
5
5

7
5

2
2
5

5
5
5

1
,5

4
0

企
業

債
　

※
人

件
費

，
事

務
費

を
含

む
1
0
0
,4

0
0

1
4
4
,0

0
0

5
3
9
,1

0
0

7
8
3
,5

0
0

6
0
8
,9

0
0

6
9
6
,3

0
0

5
5
7
,9

0
0

5
2
6
,5

0
0

8
2
,8

0
0

2
,4

7
2
,4

0
0

1
0
3
,2

0
0

7
2
,6

0
0

2
1
7
,8

0
0

3
9
3
,6

0
0

3
,4

3
1
,7

0
0

資
本

的
支

出
7
5
5
,9

0
7

1
,0

6
6
,2

5
0

3
,4

0
8
,0

6
9

5
,2

3
0
,2

2
6

3
,7

4
0
,9

1
4

4
,1

4
2
,7

4
1

3
,4

1
0
,9

9
5

3
,1

8
2
,3

6
6

5
6
0
,0

3
6

1
5
,0

3
7
,0

5
2

6
3
7
,1

6
7

5
1
8
,8

3
7

1
,6

0
9
,6

9
3

2
,7

6
5
,6

9
7

2
1
,4

2
3
,2

8
2

建
設

改
良

費
（
補

助
）
※

人
件

費
，

事
務

費
を

含
む

5
0
8
,9

9
9

7
5
2
,0

5
8

3
,1

5
2
,8

9
8

4
,4

1
3
,9

5
5

3
,5

0
1
,7

3
8

3
,9

2
0
,8

1
4

3
,2

2
0
,2

6
1

2
,9

9
5
,9

2
0

3
6
9
,3

6
0

1
4
,0

0
8
,0

9
3

4
5
1
,4

4
0

3
2
8
,3

2
0

9
8
4
,9

6
0

1
,7

6
4
,7

2
0

1
9
,2

0
1
,8

0
8

企
業

債
元

金
償

還
金

等
2
4
6
,9

0
8

3
1
4
,1

9
2

2
5
5
,1

7
1

8
1
6
,2

7
1

2
3
9
,1

7
6

2
2
1
,9

2
7

1
9
0
,7

3
4

1
8
6
,4

4
6

1
9
0
,6

7
6

1
,0

2
8
,9

5
9

1
8
5
,7

2
7

1
9
0
,5

1
7

6
2
4
,7

3
3

1
,0

0
0
,9

7
7

2
,2

2
1
,4

7
4

資
本

的
収

入
に

対
し

て
不

足
す

る
額

▲
 2

4
6
,9

0
8

▲
 3

1
4
,1

9
2

▲
 2

5
5
,1

7
1

▲
 8

1
6
,2

7
1

▲
 2

3
9
,1

7
6

▲
 2

2
1
,9

2
7

▲
 1

9
0
,7

3
4

▲
 1

8
6
,4

4
6

▲
 1

9
0
,6

7
6

▲
 1

,0
2
8
,9

5
9

▲
 1

8
5
,7

2
7

▲
 1

9
0
,5

1
7

▲
 6

2
4
,7

3
3

▲
 1

,0
0
0
,9

7
7

▲
 2

,2
2
1
,4

7
4

資
金

前
年

度
ま

で
の

繰
越

金
2
6
8
,7

6
4

1
7
9
,4

0
8

1
1
5
,5

0
0

5
6
3
,6

7
2

8
9
,3

8
7

1
3
7
,5

9
4

1
3
2
,9

1
5

5
1
,5

6
2

5
4
,3

8
6

4
6
5
,8

4
4

4
7
,9

3
9

1
0
1
,1

9
8

5
3
5
,1

4
4

6
8
4
,2

8
1

1
,1

7
8
,6

5
3

収
支

３
条

+
４

条
予

算
の

資
金

収
入

2
,4

5
3
,1

7
1

2
,7

2
6
,3

0
0

5
,0

7
9
,5

6
2

1
0
,2

5
9
,0

3
3

5
,5

0
1
,4

2
3

5
,8

6
4
,4

9
7

5
,1

2
8
,2

4
0

4
,8

9
8
,2

2
8

2
,2

6
6
,5

0
0

2
3
,6

5
8
,8

8
8

2
,4

2
5
,0

1
8

2
,3

0
2
,9

5
5

6
,8

8
7
,9

0
4

1
1
,6

1
5
,8

7
7

3
8
,6

4
5
,8

9
4

３
条

+
４

条
予

算
の

資
金

支
出

2
,5

4
2
,5

2
7

2
,7

9
0
,2

0
8

5
,1

0
5
,6

7
5

1
0
,4

3
8
,4

1
0

5
,4

5
3
,2

1
6

5
,8

6
9
,1

7
6

5
,2

0
9
,5

9
3

4
,8

9
5
,4

0
4

2
,2

7
2
,9

4
7

2
3
,7

0
0
,3

3
6

2
,3

7
1
,7

5
9

2
,2

2
8
,6

6
8

6
,8

0
4
,8

8
1

1
1
,4

0
5
,3

0
8

3
8
,7

3
9
,1

7
3

当
年

度
資

金
収

支
▲

 8
9
,3

5
6

▲
 6

3
,9

0
8

▲
 2

6
,1

1
3

▲
 1

7
9
,3

7
7

4
8
,2

0
7

▲
 4

,6
7
9

▲
 8

1
,3

5
3

2
,8

2
4

▲
 6

,4
4
7

▲
 4

1
,4

4
8

5
3
,2

5
9

7
4
,2

8
7

8
3
,0

2
3

2
1
0
,5

6
9

▲
 9

3
,2

7
9

資
金

収
支

累
計

（
資

金
残

高
）

1
7
9
,4

0
8

1
1
5
,5

0
0

8
9
,3

8
7

3
8
4
,2

9
5

1
3
7
,5

9
4

1
3
2
,9

1
5

5
1
,5

6
2

5
4
,3

8
6

4
7
,9

3
9

4
2
4
,3

9
6

1
0
1
,1

9
8

1
7
5
,4

8
5

6
1
8
,1

6
7

8
9
4
,8

5
0

1
,0

8
5
,3

7
4

指
標

等
排

水
量

（
千

㎥
）

3
9
,7

1
6

3
9
,7

1
9

3
9
,5

7
5

1
1
9
,0

1
0

3
9
,4

5
2

3
9
,2

2
0

3
9
,0

7
1

3
8
,7

8
1

3
8
,6

5
0

1
9
5
,1

7
4

3
8
,5

1
9

3
8
,3

5
0

1
1
5
,0

5
0

1
9
1
,9

1
9

3
9
1
,0

5
3

維
持

管
理

負
担

金
単

価
（
円

）
3
9
.8

3
9
.8

3
9
.8

4
2
.0

4
2
.0

4
2
.0

4
2
.0

4
2
.0

4
4
.0

4
4
.0

4
4
.0

※
4
 平

成
4
1
年

度
以

降
は

経
営

戦
略

の
期

間
外

だ
が

，
参

考
値

と
し

て
記

載
し

て
い

る
。

勘
定

科
目

■ 前 提 条 件 １ 計 画 排 水 量 は ， 市 町 村 か ら

※
1
 財

政
収

支
計

画
は

，
投

資
計

画
の

変
更

等
に

よ
り

見
直

す
こ

と
が

あ
る

。

※
2
 長

期
借

入
金

（
長

期
借

入
金

返
還

金
）
は

考
慮

し
て

い
な

い
。

※
3
 平

成
3
4
年

度
以

降
の

単
価

は
参

考
値

で
あ

る
。

（
税

込
，

単
位

：
千

円
）

予
算

等
覚

書
期

間
H

3
4
～

H
3
8

合
計

額

覚
書

期
間

H
3
1
～

H
3
3

合
計

額

覚
書

期
間

H
3
9
～

H
4
3

合
計

額

覚
書

期
間

H
3
1
～

H
4
0

合
計

額



 

35 

  ② 阿武隈川下流流域下水道 

   ア 投資計画（阿武隈川下流流域下水道） 

 

  全体事業費 約５３億円（Ｈ３１～Ｈ４０） 

 

 

      
 

項　目 数　量

0%

0%

0%

0%

3/6 (箇所)

進　捗　率　（％）

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（5箇所）

H31 H35 H40

0/5 (箇所) 2/5 (箇所) 5/5 (箇所)

1,768/4,318 (m)

6/6 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】
土木・建築施設

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（1箇所）

H31 H35 H40

0/1 (箇所) 1/1 (箇所) 1/1 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】
電気設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（6箇所）

H31 H35 H40

0/6 (箇所)

4,318/4,318 (m)

【管路施設】

管路施設

計画期間内の長寿命化対策

必要延長（4,318m）
H31 H35 H40

0/4,318 (m)

40％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

50％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

長期目標（H３１～H４０）

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%0% 50% 100%

41％

沈砂し渣混合洗浄装置 阿武隈川幹線管路施設 

 阿武隈川下流流域下水道においては，ストックマネジメント計画に基づく受変電設備，沈砂し

渣混合洗浄装置，管路施設管更生等の改築・更新を実施し，老朽化対策や延命化によるコスト縮

減など，長寿命化対策を計画的に推進する。 

 また，マンホールからの汚水の溢水対策について，関連市町とともに取り組む。 
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   イ 財政収支計画（阿武隈川下流流域下水道） 
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  ③ 鳴瀬川流域下水道 

   ア 投資計画（鳴瀬川流域下水道） 

 

  全体事業費 約２１億円（Ｈ３１～Ｈ４０） 

 

 

      

項　　　目 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

【処理場・ポンプ場施設】
電気設備

【処理場・ポンプ場施設】
土木・建築施設

【管路施設】
管路施設

施工計画（H３１～H４０）

点検・調査

設計

ディッチローター，自動除塵機，三本木Ｐ設備，鹿島台Ｐ設備等

工事

設計

工事

水処理設備，沈砂池設備，ポンプ場設備，受変電設備，中央監視設備等

点検・調査

工事

志田幹線管更生等

点検・調査

点検・調査

設計

項　目 数　量

0%

0%

0%

996/996 (m)

【管路施設】
管路施設

計画期間内の長寿命化対策
必要延長（996m） H31 H35 H40

0/996 (m) 160/996 (m)

9/9 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】

電気設備

計画期間内の長寿命化対策

必要施設数（9箇所）
H31 H35 H40

0/9 (箇所)

16%

4/9 (箇所)

進　捗　率　（％）

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（5箇所）

H31 H35 H40

0/5 (箇所) 4/5 (箇所) 5/5 (箇所)

80％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

44％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

長期目標（H３１～H４０）

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%0% 50% 100%

中央監視設備 自動除塵機 

 鳴瀬川流域下水道においては，ストックマネジメント計画に基づく中央監視設備，受変電設備，

自動除塵機等の改築・更新を実施し，老朽化対策や延命化によるコスト縮減など，長寿命化対策

を計画的に推進する。 
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   イ 財政収支計画（鳴瀬川流域下水道） 
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  ④ 吉田川流域下水道 

   ア 投資計画（吉田川流域下水道） 

 

  全体事業費 約２４億円（Ｈ３１～Ｈ４０） 

 

 

      

項　目 数　量

0%

0%

0%

0%

960/960 (m)

【管路施設】

管路施設

計画期間内の長寿命化対策

必要延長（960m）
H31 H35 H40

0/960 (m) 160/960 (m)

8/8 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】
土木・建築施設

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（2箇所）

H31 H35 H40

0/2 (箇所) 2/2 (箇所) 2/2 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】
電気設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（8箇所）

H31 H35 H40

0/8 (箇所)

17%

6/8 (箇所)

進　捗　率　（％）

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（9箇所）

H31 H35 H40

0/9 (箇所) 8/9 (箇所) 9/9 (箇所)

89％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

75％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

長期目標（H３１～H４０）

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%0% 50% 100%

汚水ポンプ 

 吉田川流域下水道においては，ストックマネジメント計画に基づく汚水ポンプ，自家発電設備，

受変電設備等の改築・更新を実施し，老朽化対策や延命化によるコスト縮減など，長寿命化対策

を計画的に推進する。 

受変電設備 
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   イ 財政収支計画（吉田川流域下水道） 
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  ⑤ 北上川下流流域下水道 

   ア 投資計画（北上川下流流域下水道） 

 

  全体事業費 約５５億円（Ｈ３１～Ｈ４０） 

 

 

      

項　　　目 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

【処理場・ポンプ場施設】
電気設備

【処理場・ポンプ場施設】
土木・建築施設

【管路施設】
管路施設

施工計画（H３１～H４０）

点検・調査

設計

自動除塵機，沈砂池設備，汚水ポンプ設備，汚泥処理設備，ポンプ場設備等

工事

設計

工事

計装設備，無停電電源装置，受変電設備，中央監視設備，自家発電設備等

点検・調査

点検・調査

点検・調査

設計

河南幹線布設替，矢本鳴瀬幹線管更生，河南幹線管更生，石巻幹線管更生等

工事

項　目 数　量

0%

0%

0%

1,620/1,620 (m)

【管路施設】
管路施設

計画期間内の長寿命化対策
必要延長（1,620m） H31 H35 H40

0/1,620 (m) 800/1,620 (m)

18/18 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】

電気設備

計画期間内の長寿命化対策

必要施設数（18箇所）
H31 H35 H40

0/18 (箇所) 12/18 (箇所)

進　捗　率　（％）

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（16箇所）

H31 H35 H40

0/16 (箇所) 13/16 (箇所) 16/16 (箇所)

81％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

67％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

長期目標（H３１～H４０）

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%0% 50% 100%

49％

 北上川下流流域下水道においては，ストックマネジメント計画に基づく自動除塵機，中央監視

設備，自家発電設備等の改築・更新を実施し，老朽化対策や延命化によるコスト縮減など，長寿

命化対策を計画的に推進する。 

自動除塵機 自家発電設備 
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   イ 財政収支計画（北上川下流流域下水道） 
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⑥ 北上川下流東部流域下水道 

   ア 投資計画（北上川下流東部流域下水道） 

 

  全体事業費 約４８億円（Ｈ３１～Ｈ４０） 

 

 

      

 

 

項　　　目 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

【処理場・ポンプ場施設】
電気設備

【処理場・ポンプ場施設】
土木・建築施設

【管路施設】
管路施設

施工計画（H３１～H４０）

点検・調査

設計

ポンプ場設備，砂ろ過配管，汚水ポンプ設備，水処理設備，水処理配管等

工事

設計

工事

自家発電設備，ポンプ場設備，監視制御設備，受変電設備等

点検・調査

点検・調査

点検・調査

設計

女川幹線管更生，河北桃生幹線管更生等

工事

項　目 数　量

0%

0%

0%

2,047/2,047 (m)

【管路施設】
管路施設

計画期間内の長寿命化対策
必要延長（2,047m） H31 H35 H40

0/2,047 (m) 1,207/2,047 (m)

9/9 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】

電気設備

計画期間内の長寿命化対策

必要施設数（9箇所）
H31 H35 H40

0/9 (箇所) 4/9 (箇所)

進　捗　率　（％）

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（19箇所）

H31 H35 H40

0/19 (箇所) 14/19 (箇所) 19/19 (箇所)

74％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

44％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

長期目標（H３１～H４０）

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%0% 50% 100%

59％

 北上川下流東部流域下水道においては，ストックマネジメント計画に基づく自家発電設備，監

視制御設備，管路施設管更生等の改築・更新を実施し，老朽化対策や延命化によるコスト縮減な

ど，長寿命化対策を計画的に推進する。 

自家発電設備 河北桃生幹線管路施設 



 

44 

   イ 財政収支計画（北上川下流東部流域下水道） 
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⑦ 迫川流域下水道 

   ア 投資計画（迫川流域下水道） 

 

  全体事業費 約４２億円（Ｈ３１～Ｈ４０） 

 

 

      

項　　　目 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

【処理場・ポンプ場施設】
電気設備

【処理場・ポンプ場施設】
土木・建築施設

【管路施設】
管路施設

施工計画（H３１～H４０）

点検・調査

設計

曝気ブロワ，次亜注入ポンプ，沈砂池設備，ポンプ場設備，汚泥処理設備等

工事

設計

工事

計装設備，VVVF装置，遠方監視装置，水処理設備，自家発電設備，受変電設備，ポンプ場設備等

点検・調査

点検・調査

点検・調査

設計

迫川右岸幹線管更生，迫川左岸幹線管更生等

工事

項　目 数　量

0%

0%

0%

1,365/1,365 (m)

【管路施設】
管路施設

計画期間内の長寿命化対策
必要延長（1,365m） H31 H35 H40

0/1,365 (m) 585/1,365 (m)

15/15 (箇所)

【処理場・ポンプ場施設】

電気設備

計画期間内の長寿命化対策

必要施設数（15箇所）
H31 H35 H40

0/15 (箇所) 10/15 (箇所)

進　捗　率　（％）

【処理場・ポンプ場施設】
機械設備

計画期間内の長寿命化対策
必要施設数（15箇所）

H31 H35 H40

0/15 (箇所) 11/15 (箇所) 15/15 (箇所)

73％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

67％

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%

長期目標（H３１～H４０）

0% 50% 100%

0% 50% 100%

0% 50% 100%

100％

0% 50% 100%0% 50% 100%

43％

 迫川流域下水道においては，ストックマネジメント計画に基づく曝気ブロワ，自家発電設備，

次亜注入ポンプ等の改築・更新を実施し，老朽化対策や延命化によるコスト縮減など，長寿命化

対策を計画的に推進する。 

曝気ブロワ 次亜注入ポンプ 
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   イ 財政収支計画（迫川流域下水道） 
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 第４章 経営戦略の推進 
 １ 進行管理 

 （１） ＰＤＣＡサイクルによる進行管理 

 宮城県流域下水道事業の経営の効率化を図り，安定的な事業運営を行うため，PDCA

サイクルによる進行管理を行い，経営戦略の実効性を確保するとともに， 事業実施に

おいて問題点を把握しながら改善を図っていく。 

 

◆Ｐ（PLAN）計画  

現状，課題を把握した上で中長期的な見通しを立て，必要な施策や成果指標

をまとめた経営戦略や施策別の計画を策定する。 

◆Ｄ（DO）実行  

経営戦略に盛り込まれた施策や施策別の計画を実行する。 

◆Ｃ（CHECK）評価  

施策実行の実績や進捗状況，目標達成度合いに対する自己評価を行い，外部

からも実績や評価に対する意見を聴取する。 

◆Ａ（ACTION）改善  

進捗実績評価，情勢変化を踏まえ，施策の内容・実行方法や施策別計画の見

直しを行うとともに，見直し結果を次期経営戦略に反映させる。 

 

 
 
 
 

施策の見直し 

計画の見直し 

経営戦略の策定 
 

施策別計画策定 
 

 

A（ACTION）改善 P（PLAN）計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

C（CHECK）評価 D（DO） 実行 
 
 

 
進捗実績の評価 施策の実行 

 
 
 
 
 
 

下水道事業の安定的経営と 

良好な水環境の形成 
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 （２） 経営戦略の見直し 

 当該経営戦略は中長期的視点から経営基盤の強化を図ることとし，10年間の取り組むべ

き施策や投資財政計画を定めているが，流域下水道事業を取り巻く情勢の変化や新たな課題

に対応するため前期 5 か年で見直しを行う。 

 また，進行管理により新たに生じた重要な改善や方針，施策の大幅な変更により経営戦略

の修正が必要な場合は，随時見直しを行う。 

 

 （３） 市町村との連携 

 流域下水道事業は，維持管理費を流域市町村からの維持管理負担金で賄っており，経営戦

略に基づく事業の推進のためには，流域市町村の理解と協力が不可欠である。 

 そのため，流域下水道連絡会議を定期的に開催し，流域下水道事業の運営について流域市

町村との意見交換及び協議調整を進めており，今後も経営戦略に基づき，引き続き，流域市

町村と連携を図っていく。 
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 ２ 今後に向けて 

 

課題の解決に向けて，流域下水道事業の経営の効率化を図り，安定的で持続可能な事業運営に

取り組んでいく。 

 

 

 【民間活力の活用による組織体制の見直し】 

○人口減少や財政状況が厳しさを増し収入が減少する一方で，下水道施設の老朽化が進み多額

の改築更新費用が必要となる。 

○中南部4流域については，平成33年度中に「宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みや

ぎ型管理運営方式）」の導入が予定されており，そのメリットを生かしつつ，災害時等の関

係機関との連携や迅速かつ的確な対応がとれる体制を構築し，組織のスリム化を図っていく。 

○東部3流域についても，指定管理者制度において更なる経営改善や事務の効率化を行い，組

織体制の見直しを進めていく。 

 

 【経費負担の適正化】 

○供用開始直後は，下水道の普及が進んでおらず維持管理費の負担が大きくなることから費用

の一部について県が負担してきた。 

○下水道事業は，雨水公費・汚水私費が原則であり，経費負担の適正化を図っていく。 

 

 【維持管理負担金単価の低減】 

○流域下水道事業の維持管理負担金単価は，流域ごとに算出しており，費用のほか，排水量の

多寡により全国平均を上回る流域がある。 

○さらなるコスト削減に向け，効率的な管理，施設の長寿命化，省エネ機器の導入とともに，

接続人口の拡大，新たな収入確保策の検討に取り組んでいく。 

 

 【改築更新費用の増大への備え】 

○各処理場の供用開始後，約20年から40年が経過し，下水道施設の老朽化が進んでおり，改

築更新時期の到来による改築更新費の増大が見込まれる。 

○ストックマネジメント計画策定による施設更新費用の平準化や施設規模の縮小（ダウンサイ

ジング），さらに計画的補修による施設の長寿命化を図っていく。 

○国に対しては，流域下水道事業の現状と課題及び事業持続のために必要な交付金の確保と財

政支援制度の拡充について，引き続き要望を行っていく。 

○また，厳しい財政状況や将来的な改築更新費用の増大に備え，資産維持費の導入についても

検討していく。 

 

 【安定的な汚泥処理】 

○仙塩浄化センターの汚泥焼却施設は供用から20年以上が経過し，更新時期を迎えており，

点検や修繕が増加し，焼却を停止する度に，汚泥の搬出先の調整や追加費用が発生するなど，

汚泥処理が課題となっている。 

○ストックマネジメント計画に基づく焼却炉の改築更新など，安定的かつ効率的な汚泥処理を

進めていく。 

 

 【溢水対策の推進】 

○仙塩流域下水道及び阿武隈川下流流域下水道において，大雨時に不明水が流入しマンホール

から汚水があふれる溢水被害が生じている。 
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○流域関連下水道の不明水削減の中長期的な対策として，管路調査・誤接続調査を計画的に実

施するとともに，短期的な対策として，流域下水道において管内貯留の実施，ポンプ増設な

どの検討を行い溢水対策を進めていく。 

 

 【下水道資源の有効活用】 

○下水処理場内の未利用地，未利用エネルギーなどの未利用資源が存在している。 

○再生可能エネルギー等を活用し，既存の財源確保の取組について未実施の流域への普及を検 

討するとともに新たな財源確保策についても検討していく。 

 

 【接続人口の拡大】 

○市町村の人口密度や財政力の違いにより，下水道の普及率に地域間格差が生じている。 

○接続率については，宮城県生活排水処理基本構想により，「10年概成（平成37年度）」とし

ていることから，関連市町村と連携して事業進捗を図っていく。 

 

 【効率化の推進】 

○指定管理料の約2割が電気料となっており，経費節減に向け電気料の更なる削減を検討する。 

○機械・設備の更新時に積極的に省エネ機器を導入し，電力・燃料等の経費の更なる削減を図

っていく。 

○流入水量等に応じたポンプ揚水量の平準化運転や汚泥処理における高効率施設の優先的な

運転を行うことで電気使用量の更なる低減を図っていく。 

○施設の更なる有効活用を図るため，浄化センターの統合などについても検討していく。 
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 ３ 上工下水一体官民連携運営 

 

 （１） 概要 

宮城県が運営する「水道用水供給事業（上水）」，「工業用水道事業（工水）」，「流域下水道事

業（下水）」の3事業については，現在，業務委託や指定管理者制度により事業ごとに運営し

ている。 

今後は，人口減少社会の進展により，供給水量や処理水量の減少が見込まれ，長期的には水

道料金や負担金水準の維持が困難な状況になることが想定されることから，経営基盤の強化に

より持続可能な水道運営を確立することが急務となっている。 

そのため，宮城県では，3事業を一体として民間の力を最大限活用することにより，経費削

減，更新費用の抑制，技術継承，新技術の導入等を可能とする「宮城県上工下水一体官民連携

運営事業」の導入に向けた取組を進めている。 

 

 

【水道事業の区域図】 
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 （２） 現状と課題 

人口減少社会の進展により，今後，供給水量や処理水量の減少が見込まれ，長期的には水道

料金や負担金水準の維持が困難な状況になることが想定される。また，上水・工水では，今後

20～30年先には資産額の約 7 割を占める管路の本格的な更新が始まるほか，下水についても，

同様に設備・管路の大規模な更新需要が見込まれている。加えて，専門的な技術や経験の維持・

蓄積等，技術継承が課題として挙げられている。 

このような経営環境においても，今後100年を見据えた安全・安心な水の安定的な供給及び

汚水の安定的な処理を継続するため，経営基盤の強化により持続可能な水道運営を確立するこ

とが急務となっている。 

    

 （３） みやぎ型管理運営方式 

  ① 目的と基本方針 

  ＜目的＞ 

  県が 3事業の最終責任を持ち公共サービスとしての信頼性を保ちながら，3事業を一体 

として民間の力を最大限活用することにより，経費削減，更新費用の抑制，技術継承，技 

術革新等を図る。 

  ＜基本方針＞ 

〇3事業一体での全体最適を目指した長期的視点での運営 

3事業全体を俯瞰した事業運営による厳しい経営環境への対応と，長期的視点での事業

運営による公共サービスの安定性と信頼性の担保 

〇仕様発注ではなく性能発注に基づく施設運営及び事業期間にわたる不断の見直し 

性能発注に基づく民の力の最大活用による適切な施設運営と，新たなノウハウの活用等

による不断の見直しによる質の向上と効率化の達成 

〇責任ある事業運営の担い手としての情報公開・説明義務の履行 

県及び民間事業者による市町村及びユーザー企業に対する説明責任の履行 

〇地域経済の成長，地域社会の持続的発展への貢献 

民間事業者の地元企業との連携や地域人材の雇用等による，地域経済の成長や地域社会

の持続的発展への貢献 

 

  ② みやぎ型管理運営方式事業スキーム 

〇県はこれまでどおり認可を得た水道用水供給事業者，民間事業者は公共施設等運営権者

（PFI法第16条） 

〇民間事業者は運営権契約に基づき供給サービスの提供と設備投資等（同一の民間事業者，

20年間） 

〇県は，関係市町村及びユーザー企業と事業調整や料金改定等の協議（料金改定は県議会

の議決を要する） 

〇県と民間事業者は役割に応じて料金を収受 

〇運営権者は市町村の上下水道事業に係る業務を受託可能 
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  ③ 現状との違い 

 

  ④ 成果目標 

   ○民の力を最大限活用して，今後 20 年のコスト削減と民間投資を期待 

     維持管理等の経費や設備等の更新費のコスト削減  ⇒  料金上昇の抑制・経営の安定化 

    

  ⑤ スケジュール 

    平成 33 年度中の「みやぎ型管理運営方式」の事業開始を目指す。 
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第５章 資料編 

１ 流域下水道事業の概要 
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58
9 

1,
47
2 

18
9 

 4
62

 
48
8 

45
7 

25
5 

建
設

工
事

（H
30

当
初

，百
万

円
） 

  
46
7 

 
58
5 

  
4 

 1
01
 

31
0 

29
8 

 7
5 

修
繕

工
事

（H
30

当
初

，百
万

円
） 

  
 1
0 

 
 1
0 

 1
0 
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 1
0 

 1
0 

 1
0 

単
価

（円
） 

※
資

本
費

を
含

む
 

37
.6

 
46
.8
 

10
1.

9 
※

 
53

.9
 

65
.2
 ※

 
13
0.
0 

※
 

13
2.
7 

※
 

事
業

期
間

年
度

 

行
政

区
域

面
積

(h
a)

 

計
画

処
理

面
積

 

計
画

処
理

人
口

(人
) 

計
画

日
最

大
水

量
(m

3/
日

) 

S
47

～
H
37

 

13
,9

83
 

8,
45

3.
1 

32
1,

20
6 

13
7,

09
6 

S
49

～
H
37

 

12
6,

16
9 

10
,2

38
 

29
7,

50
0 

12
0,

70
0 

S
56

～
H
37

 

16
,4

32
 

1,
38

8.
5 

29
,6

50
 

11
,0

00
 

S
63

～
H
37

  
  

  
  

41
,6

93
 

3,
34

9.
9 

81
,6

00
 

52
,8

79
 

H
3～

H
32

 

19
,8

76
 

2,
93

4.
0 

10
4,

49
0 

37
,9

69
 

H
8～

H
32

 

30
,9

69
 

1,
74

4.
1 

43
,5

10
 

21
,3

79
 

H
5～

H
37

 

58
,2

39
 

1,
70

5.
7 

25
,2

61
 

12
,0

91
 

幹 線 管 渠  

延
長

 
認

可
(m

) 

幹
線

数
  
〃

(供
用

)) 

幹
線

名
 

〃
 

  平
成

27
年

度
末

整
備

率
(認

可
) 

26
,2

32
 

６
(６

) 

七
北

田
川

左
岸

，
利

府
，

仙

台
，

塩
竃

，
七

ヶ
浜

，
多

賀
城

 

 

10
0%

 

89
,9

72
 

７
(７

) 

阿
武

隈
川

，
白

石
川

，
仙

台
，

亘
理

，
村

田
，

大
河

原
，

蔵
王

 

 

10
0%

 

21
,1

58
 

２
(２

) 

志
田

，
小

牛
田

 

  

10
0%

 

28
,1

87
 

５
(５

) 

富
谷

，
大

和
大

衡
，

北
部

，
大

郷
，

北
部

第
２

 

 

10
0%

 

27
,5

60
 

３
(３

) 

石
巻

，
河

南
，

矢
本

鳴
瀬

  

  

10
0%

 

43
,5

30
 

３
（３

） 

河
北

桃
生

，
 河

北
桃

生
第

２
，

女
川

 

10
0%

 

55
,4

70
 

２
(２

) 

迫
川

左
岸

，
迫

川
右

岸
 

  

10
0%

 

ポ ン プ 場  

認
可

箇
所

数
(供

用
) 

ポ
ン

プ
場

名
 

( 
)は

未
供

用
 

  

１
(１

) 

塩
釜

 

６
(６

) 

仙
台

，
名

取
，

亘
理

，
角

田
，

大
河

原
，

丸
森

 

５
(５

) 

松
山

第
1，

松
山

第
2，

鹿
島

台
，

小
牛

田
，

三
本

木
 

４
(４

) 

大
和

･富
谷

，
大

和
･大

衡
，

 

海
老

沢
M

P
，

大
郷

M
P
 

３
(３

) 

矢
本

，
河

南
M

P
，

鳴
瀬

M
P
 

１
８

(１
７

) 
桃

生
第

1M
P
,桃

生
第

2M
P
,桃

生
第

3,
河

北
第

1M
P
,河

北
第

2,
河

北
第

3,
河

北
第

4,
河

北
第

5,
女

川
第

1,
女

川
第

2,
石

巻
第

1,
石

巻
第

2,
石

巻
2-

1M
P
,石

巻
2-

2M
P
,(石

巻
第

3)
,石

巻
第

4,
石

巻
第

5,
石

巻
第

6 

１
０
(１

０
) 

志
波

姫
,若

柳
第

1,
若

柳
第

2,

若
柳

第
3,

一
迫

,金
成

第
1,

金

成
第

2,
栗

駒
第

1,
栗

駒
第

2M
P
,栗

駒
第

3M
P
 

処 理 施 設  

処
理

場
名

 

処
理

方
式

（現
行

） 

 処
理

能
力

(認
可

m3
/日

) 

現
有

処
理

能
力

(日
最大

) 

H2
8年

度
流

入
水

量(
日

平
均

) 

  
  

 〃
  

 
 (

日
最

大
) 

系
列

(認
可

(供
用

) 

計
画

放
流

水
質

(B
OD

) 

仙
塩

浄
化

セ
ン

タ
ー

 

標
準

活
性

汚
泥

法
，

 

嫌
気

無
酸

素
好

気
法

 

22
2,

00
0 

22
2,

00
0 

11
5,

96
6 

25
1,

89
6 

４
（４

） 

１
０

m
g/

l 

県
南

浄
化

セ
ン

タ
ー

 

標
準

活
性

汚
泥

法
 

 

12
5,

00
0 

12
5,

00
0 

10
0,

57
1 

19
5,

63
8 

５
（４

．
５

） 

１
５

m
g/

l 

鹿
島

台
浄

化
ｾ
ﾝ
ﾀ

 ー

ｵ
ｷ

ｼ
ﾃ
ﾞｰ

ｼ
ｮﾝ

ﾃ
ﾞｨ
ｯﾁ

法
 

 

11
,1

00
 

8,
80

0 

6,
44

2 

11
,1

06
 

６
（５

） 

１
５

m
g/

l 

大
和

浄
化

セ
ン

タ
ー

 

標
準

活
性

汚
泥

法
 

 

54
,8

00
 

41
,8

25
 

29
,8

50
 

56
,9

00
 

４
（３

．
５

） 

１
５

m
g/

l 

石
巻

浄
化

セ
ン

タ
ー

 

標
準

活
性

汚
泥

法
 

 

48
,5

00
 

38
,8

00
 

19
,5

72
 

25
,6

19
 

２
（２

） 

１
５

m
g/

l 

石
巻

東
部

浄
化

ｾ
ﾝ
ﾀ

 ー

純
酸

素
活

性
汚

泥
法

 

 

25
,3

00
 

25
,3

00
 

11
,4

98
 

23
,1

56
 

３
（３

） 

１
５

m
g/

l 

石
越

浄
化

セ
ン

タ
ー

 

ｵ
ｷ

ｼ
ﾃ
ﾞｰ

ｼ
ｮﾝ

ﾃ
ﾞｨ
ｯﾁ

法
 

 

14
,4

75
 

9,
65

0 

5,
72

9 

8,
64

2 

３
（２

） 

１
５

m
g/

l 

関
連

市
町

村
 

３
市

２
町

 

仙
台

市
，

塩
竈

市
 

多
賀

城
市

，
七

ヶ
浜

町
 

利
府

町
 

 

５
市

６
町

 

仙
台

市
，

白
石

市
，

名
取

市
，

角
田

市
，

岩
沼

市
，

蔵
王

町
，

大
河

原
町

，
村

田
町

，
柴

田

町
，

丸
森

町
，

亘
理

町
 

１
市

１
町

 

大
崎

市
（旧

鹿
島

台
町

，
松

山

町
，

三
本

木
町

） 

美
里

町
（旧

小
牛

田
町

） 

１
市

２
町

１
村

 

富
谷

市
，

大
和

町
 

大
郷

町
，

大
衡

村
 

  

２
市

 

石
巻

市
（旧

石
巻

市
,河

南
町

） 

東
松

島
市

（旧
矢

本
町

,鳴
瀬

町
） 

１
市

１
町

 

石
巻

市
（旧

石
巻

市
,河

北
町

,

桃
生

町
） 

女
川

町
 

 

２
市

 
登

米
市

（旧
石

越
町

） 
栗

原
市

（旧
築

館
町

,若
柳

町
,栗

駒
町

,一
迫

町
,鶯

沢
町

,金
成

町
,志

波
姫

町
,花

山
村

） 

供
用

開
始

年
月

日
 

昭
和

53
年

6
月

1
日

 
昭

和
60

年
1

月
1

日
 

平
成

4
年

4
月

1
日

 
平

成
4

年
4

月
1

日
 

平
成

10
年

4
月

1
日

 
平

成
1
2

年
4

月
1

日
※

 
平

成
12

年
7

月
1

日
 

流
域

別
普

及
率

（H
29

.4
.1

) 
９

９
．

１
％

 
８

０
．

５
％

 
５

２
．

１
％

 
８

６
．

３
％

 
６

５
．

３
％

 
７

８
．

３
％

 
４

４
．

０
％

 

 
※

石
巻

市
公

共
下

水
道

供
用

：昭
和

56
年

10
月
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２ 下水道処理人口普及率の推移

   

 

 
 

 

 

 

 

2,344 2,347 2,348 2,350 2,350 2,348 2,345 2,340 2,335 2,331 2,329

0

2,303 2,319 2,322 2,321 2,317 2,310 2,302

1,479 1,525 1,564 1,626 1,661 1,696 1,715 1,734 1,753 1,769 1,786

0

1,788 1,817 1,832 1,841 1,854 1,861 1,868

63.1
65.0 66.6

69.2 70.7 72.2 73.1 74.1 75.1 75.9 76.7
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77.7 78.4 78.9 79.3 80.0 80.6 81.2

60.0
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75.8 76.3 77.0 77.6 77.8 78.3 78.8
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500

1,000

1,500

2,000

2,500

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

下
水
道
処
理
人
口
普
及
率

（％
）

行
政
人
口
（千
人
）

(年度)

宮城県行政区域内人口 下水道処理区域内人口 宮城県普及率 全国普及率

平
成
２
２
年
度
は
東
日
本
大
震
災
の
た
め
調
査
不
可

全国
行政区域内

人口
下水道処理区

域内人口
普及率 普及率

（千人） （千人） （％） （％）

H11 2,344 1,479 63.1 60.0

H12 2,347 1,525 65.0 62.0

H13 2,348 1,564 66.6 63.5

H14 2,350 1,626 69.2 65.2

H15 2,350 1,661 70.7 66.7

H16 2,348 1,696 72.2 68.1

H17 2,345 1,715 73.1 69.3

H18 2,340 1,734 74.1 70.5

H19 2,335 1,753 75.1 71.7

H20 2,331 1,769 75.9 72.7

H21 2,329 1,786 76.7 73.7

H22 － － － －

H23 2,303 1,788 77.7 75.8

H24 2,319 1,817 78.4 76.3

H25 2,322 1,832 78.9 77.0

H26 2,321 1,841 79.3 77.6

H27 2,317 1,854 80.0 77.8

H28 2,310 1,861 80.6 78.3

H29 2,302 1,868 81.2 78.8

宮城県

年度
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３ 汚水処理人口普及率の推移 

 
 
 

 

2 ,344 2 ,347 2 ,348 2 ,350 2 ,350 2 ,348 2 ,345 2 ,340 2 ,335 2 ,331 2 ,329
2 ,303 2 ,319 2 ,322 2 ,321 2 ,317 2 ,310 2 ,302

1 ,669
1 ,715

1 ,776
1 ,818

1 ,864
1 ,912 1 ,931 1 ,953

1 ,981 2 ,000 2 ,016 2 ,011
2 ,051 2 ,065 2,077 2 ,081 2 ,092 2 ,100

71 .2
73 .1

75 .6
77 .4

79 .3
81 .4 82 .4 83 .4

84 .9 85 .8 86 .5 87 .3
88 .5 88 .9 89 .5 89 .8 90 .6 91 .2

69 .0 71 .4

73 .7

75 .8
77 .7 79 .4

80 .9 82 .4
83 .7 84 .8

85 .7
87 .6 88 .1 88 .9 89 .5 89 .9 90 .4 90 .9

40

50

60

70

80

90

100

1,000

1,500

2,000

2,500

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

汚
水
処
理
人
口
普
及
率

（％
）

行
政
人
口
（千
人
）

(年度)
宮城県行政区域内人口 汚水処理区域内人口 宮城県普及率 全国普及率

平
成
２
２
年
度
は
東
日
本
大
震
災
の
た
め
調
査
不
可

平
成
２
２
年
度
は
東
日
本
大
震
災
の
た
め
調
査
不
可

全国
行政区域内

人口
汚水処理区
域内人口

普及率 普及率

（千人） （千人） （％） （％）

H11 2,344 1,669 71.2 69.0

H12 2,347 1,715 73.1 71.4

H13 2,348 1,776 75.6 73.7

H14 2,350 1,818 77.4 75.8

H15 2,350 1,864 79.3 77.7

H16 2,348 1,912 81.4 79.4

H17 2,345 1,931 82.4 80.9

H18 2,340 1,953 83.4 82.4

H19 2,335 1,981 84.9 83.7

H20 2,331 2,000 85.8 84.8

H21 2,329 2,016 86.5 85.7

H22 － － － －

H23 2,303 2,011 87.3 87.6

H24 2,319 2,051 88.5 88.1

H25 2,322 2,065 88.9 88.9

H26 2,321 2,077 89.5 89.5

H27 2,317 2,081 89.8 89.9

H28 2,310 2,092 90.6 90.4

H29 2,302 2,100 91.2 90.9

宮城県

年度
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